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	報告内容

障害者自立支援法の円滑な施行のための特別対策について。

障害者自立支援対策臨時交付金について

　今回の説明会では厚生労働省からの通達を基に、平成20年までの障害者自立支援法の円滑な施行のための特別対策として下記①～③の説明を受けた。

1 利用者負担の更なる軽減措置として

→サービス利用時の自己負担額の軽減として低所得者1、低所得者2、一般、の軽減対象範囲の拡大と入所施設利用者の授産工賃控除についての説明。

2 事業者に対する激変緩和措置の実施

→新体系に移行しても利用者の確保ができず減収が大きい、保障がない→従来報酬の80％を90％に拡大、利用者が通所しやすくなるための送迎費用を助成。

3 新法移行へのための緊急的な措置経過として

→1）新体系に移行できないデイサービスや小規模作業所等への支援、2）新体系へ移行するための支援として既存施設の改修、増築への金銭的支援、3）新体系移行に係わるコスト増に対応する経費の助成。

①～③の条件としては、いずれも平成20年までに移行すること、既存の施設を利用することが条件であり、当法人が運営する各施設には当てはまらないと思われる説明会であった。

「質問事項」

Q知的障害者のデイサービス施設から出た質問で、「今年４月から新体系の多機能型の施設（生活介護・生活訓練・就労移行支援）に移行するために既存の施設を改装したが、説明③－２）の条件を満たしているので補助金を受けられるのではないか

Aあくまでも現時点で新体系に移行できない施設に対して、新体系へ移行するための支援として金銭的支援をするものであり、現時点で新体系に移行できる施設は対象にならない。

	所　　見

平成18年10月に段階的に施行されている自立支援法であるが、全国的に身体・知的・精神障害者の各施設とも現段階では様子見であり、実際に移行している施設は少ない。新体系に移行しているのは、小規模事業所が主で、国からの支援も平成20年度までしか明確になっていないため、質問事項のようなケースには県の担当者でも曖昧な返答しかできない。（自力で移行できる施設には金銭的援助はしない、移行のタイミングによって支援内容が違ってくる等）今後は、介護保険法との絡みもあり平成21年以降の方向性はかなり不透明となっていることから、現状では確実な情報収集と動向を見極めながら移行への準備が必要であると考える。

	次回予定
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	内容
	

	理事長コメント


１．参考となるべき資料の添付
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